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Made in 新潟 プラチナ技術 販路開拓支援事業 補助金交付要綱 
令和２年４月 

 
第 1条 趣旨 
第 2条 交付基準 
第 3条 対象者 
第 4条 交付の条件 
第 5条 交付申請書 
第６条 交付決定における消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の
取扱 
第 7条 交付の決定 
第 8条 変更の承認申請 
申請者は、第４条第１号又は第２号の規定により知事の承認を受けよ
うとする場合には、あらかじめ別記第３号様式による変更承認申請書を
知事に提出すること。 
第 9条 軽微な変更の範囲 
第 10 条 事業の中止又は廃止の承認 
申請者は、第４条第３号の規定により知事の承認を受けようとする場
合には、別記第４号様式による事業中止（廃止）承認申請書を知事に提
出すること。 
第 11 条 事業が予定期間内に完了しない場合等の報告 
第 12 条 申請の取下げ 
第 13 条 状況報告 
第 14 条 実績報告 

「Made in 新潟 プラチナ技術 販路開拓支援事業 補助金交付要綱 
平成 29 年４月 

 
第 1条 趣旨 
第 2条 交付基準 
第 3条 対象者 
第 4条 交付の条件 
第 5条 交付申請書 
第 6条 交付決定における消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の
取扱 
第 7条 交付の決定 
第 8条 変更の承認申請 
申請者は、第４条第１号の規定により知事の承認を受けようとする場
合には、あらかじめ別記第３号様式による変更承認申請書を知事に提出
すること。 
第 9条 軽微な変更の範囲 
第 10 条 事業の中止又は廃止の承認 
申請者は、第４条第２号の規定により知事の承認を受けようとする場
合には、別記第４号様式による事業中止（廃止）承認申請書を知事に提
出すること。 
第 11 条 事業が予定期間内に完了しない場合等の報告 
第 12 条 申請の取下げ 
第 13 条 状況報告 
第 14 条 実績報告 
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第 15 条 調査への協力 
第 16 条 補助金の概算払い 
第 17 条 消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の確定に伴う補助金

の返還 
第 18 条 取得財産の処分の制限 
附則 

１ この要綱は、平成23年８月１日から施行する 
２ 平成26年６月24日に一部改正、平成26年６月24日施行 
３ 平成29年３月１日に一部改正、平成29年４月１日施行 
４ 令和２年３月３日に一部改正、令和２年４月１日施行 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第 15 条 調査への協力 
第 16 条 補助金の概算払い 
第 17 条 消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の確定に伴う補助金

の返還 
第 18 条 取得財産の処分の制限 
附則 

１ この要綱は、平成 23 年８月１日から施行する。 
２ 平成 26 年６月 24 日に一部改正、平成 26 年６月 24 日施行 
３ 平成 29 年３月１日に一部改正、平成 29 年４月１日施行 
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別表 

 
※補助金の額は、１申請者当たり合計100万円以内とする。（ただし予算の範囲内） 
※補助対象となる経費は、交付決定（通知）日以降から当年度末日までに支払手
続が行われた経費に限るものとする。 

 
 

別表 

 

 ※補助金の額は、１申請者あたり合計 100 万円以内とする。（ただし予算の範囲内） 

 
 
 
 

補助対象経費区分 補助対象となる内容 補助率

広告費等助成 ・新潟県外の地域で販売または配布さ

　れる出版物、チラシ等への広告掲載

　費

　ただし、新潟県内での販売、配布に

　係る費用を除く

・他県での見本市等への出展に必要な

　出展料、設営費、通信運搬費、展

　示･配布物品費、旅費

　ただし、旅費の補助対象は各見本市

　等で2名を限度とする

補助対象経費の１／２以内

県外デモ施工費等助成 ・県外でのデモ施工に必要な資機材の

　運搬費、原材料費、施工費、借地

　料、宿泊費を含む旅費、交通費

　ただし、デモ施工に係る費用を第３

　者の負担において実施する範囲を除

　く

・デモ施工を見学会として実施する場

　合の見学者用バス借料

補助対象経費の１／２以内

県外販売契約促進費等

助成

・県外の営業所と技術の使用または販

　売に関する契約を締結するにあた

　り、経営コンサルタント、弁護士等

　に委託する費用

　ただし、当該契約が締結に至らない

　場合または当該契約が既契約の更新

　の場合は、補助対象外とする

補助対象経費の１／２以内
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（以下、別記様式） 
 
別記第１号様式 
 令和  （３箇所） 
別紙１ 
別記第２号様式 
 令和  （３箇所） 
別記第３号様式 
 令和  （３箇所） 
別記第４号様式 
令和  （３箇所） 

別記第５号様式 
令和  （３箇所） 

別記第６号様式 
 令和  （４箇所） 
 R   （６箇所） 
別記第７号様式 
 令和  （４箇所） 
別紙１ 
別記第８号様式 
令和  （３箇所） 

別記第９号様式 
 令和  （２箇所） 
（中略） 

（以下、別記様式） 
 
別記第１号様式 
 平成  （３箇所） 
別紙１ 
別記第２号様式 
 平成  （３箇所） 
別記第３号様式 
 平成  （３箇所） 
別記第４号様式 
 平成  （３箇所） 
別記第５号様式 
 平成  （３箇所） 
別記第６号様式 
 平成  （４箇所） 
 H   （６箇所） 
別記第７号様式 
 平成  （４箇所） 
別紙１ 
別記第８号様式 
 平成  （３箇所） 
別記第９号様式 
 平成  （２箇所） 
（中略） 
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注２）課税事業者の場合であっても、単純に補助金の10％相当額が消費

税及び地方消費税に係る仕入控除による減額等の対象額ではな
い。 

別記第10号様式 
 令和  （３箇所） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

以上 

注２）課税事業者の場合であっても、単純に補助金の８％相当額が消費
税及び地方消費税に係る仕入控除による減額等の対象額ではな
い。 

別記第10号様式 
 平成  （３箇所） 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

以上 
 


